
様式第２号 

売買契約書 

１ 売買代金        円 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ○%       円） 

 

２ 売買物件の種類、数量、所在地及び搬出期間等 

物 件 品 名 樹 種 数 量 物件所在地 搬出期間 

番 号   （㎥）   

      

  高原県有林のみ適用（100％SGEC認証材かつ100％PEFC認証材（認証番号：○○○）） 

 

３ 契約保証金         円 

４ 特約事項 別紙のとおり 

 栃木県（以下「県」という。）と             （以下「買受人」という。）とは、上記の売買物件を上記の売

買代金をもって県が買受人に売り渡し、買受人がこれを買い受けることについて、次の条項により売買契約を

締結し、信義に従い誠実にこの契約を履行するものとする。この契約の締結を証するため、この契約書を２通

作成し、県と買受人とで両者記名押印の上、各自その１通を保有するものとする。また、電子契約の場合はこ

の契約の締結を証するため、この契約書の電磁的記録を作成し、県と買受人とで両者電子署名を施した上、各

自その電磁的記録を保管するものとする。 

 

     年  月  日 

県 

住   所 

栃 木 県   

     

 

買受人 

 住   所 

 氏名又は名称              

 

法人にあっては主たる事務所の所在地及び名称 

並びに代表者の氏名 



条 項 

 （総則） 

第１条 県及び買受人は、この売買契約に関し、この契約書に定めるもののほか、栃木県営林産物売払規則

（昭和41年栃木県規則第17号。以下「規則」という。）に従い、これを履行するものとする。 

 （売買代金の納入期限及び違約金） 

第２条 買受人は、売買代金から買受人が既に納付した契約保証金を除く金額を、県が発行する納入通知書に

より、県が指定する日までに栃木県指定金融機関、栃木県指定代理金融機関又は栃木県収納代理金融機関に

納入しなければならない。 

２ 買受人は、前項の規定により県が指定した日までに売買代金を納入しないときは、当該指定した日の翌日

から納入のあった日までの日数に応じ、納入すべき金額に対し年18.25パーセントの割合で計算した違約金

を県に支払わなければならない。 

 （契約保証金の充当） 

第３条 契約保証金は、前条に定める金額を完納したときに、県において売買代金の一部に充当するものとす

る。 

 （所有権の移転） 

第４条 売買物件の所有権は、買受人が売買代金（第２条第２項の規定により違約金を支払わなければならな

いときは売買代金及び違約金の合計額をいう。以下、この項において同じ。）を完納したときに県から買受人

に移転するものとする。 

 （搬出計画工程表） 

第５条 買受人は、売買契約後に搬出の着手から完了までの見通しについて、搬出計画工程表を県に提出しな

ければならない。 

２ 搬出計画に変更があったときは、変更後の計画工程表を提出しなければならない。 

 （売買物件の引渡し等） 

第６条 買受人は、売買代金を完納したときは、その完納した日から10日以内に売買物件を所管する出先機関

事務所長から売買物件の引渡しを受けるものとする。 

２ 買受人は、前項の規定による売買物件の引渡し前に売買物件を処分しようとするときは、あらかじめ県の

承認を受けなければならない。 

（産物受領書） 

第７条 買受人は、前条第１項の規定により売買物件の引渡しを受けたときは、直ちに県に産物受領書（規則

別記様式第４号）を提出しなければならない。 

 （根株の所属） 

第８条 売買物件が立木である場合は、根株は県の帰属とする。 

 （産物伐採搬出着手届） 

第９条 買受人は、売買物件を伐採し搬出したときは、遅滞なく産物伐採搬出着手届（規則別記様式第５号）

を県に提出しなければならない。 

（売買物件の搬出期限） 

第10条 買受人は、売買物件を表記の搬出期限内に原木市場・製材工場等へ搬出完了しなければならない。  

（搬出期限の延長及び延期料） 

第 11 条 買受人は、天災その他やむを得ない事由によって搬出期限内に売買物件の搬出を完了することができ

ないときは、その理由を明記した書面をもって搬出期限前にその期限の延長を県に申請し、その承認を受け

なければならない。 



２ 県は、前項の申請に基づく承認にあたっては、天災その他県の責めに帰すべき事由によるものを除き、延

期料として当該延期期間に対し、１日につき売買代金の１万分の５に相当する金額を買受人から徴収するも

のとする。 

（代理人の届出等） 

第12条 買受人は、代理人の選任、変更又は代理権の変更若しくは消滅が生じたときは、直ちにその旨を書面

で県に届け出なければならない。 

２ 買受人は、前項の届出がないときは、代理人の選任、変更又は消滅をもって県に対抗することができな

い。 

（施設の設置） 

第13条 買受人は、売買物件の伐採、加工及び搬出等のために必要な施設を県営林内に設けようとするとき

は、県に申し出てその承認を受けなければならない。 

２ 買受人は、前項に定める施設の使用を終了し、又はこの契約が解除されたときは、県が指定する期間内に

当該施設を収去して当該施設の敷地を原状に回復しなければならない。ただし、県の承認を受けたときはこ

の限りではない。 

３ 買受人は、前項の規定に違反してその義務を怠ったために生じた損害については、県の定めるところによ

りその賠償の責めに任ずるものとする。 

４ 第２項の規定により県が指定する期間内に収去を完了しない施設は、県に帰属する。 

 （届出の義務） 

第14条 買受人は、次の各号の一に該当するときは、速やかに県に届け出なければならない。 

一 売買物件以外の樹木に損害を与えたとき。 

二 売買物件の根際に押印してある極印の印影を損傷して、その判別が困難になったとき。 

 （損害賠償） 

第15条 買受人は、売買物件の伐採、造材又は搬出に当たり、その責めに帰すべき事由により県営林又はその

産物に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。 

 （保安措置） 

第16条 買受人は、作業にあたっては、土砂崩壊の誘因となる土引き及び突落し等の搬出方法は行わないもの

とする。 

 （搬出完了届） 

第17条 買受人は、売買物件の搬出が終了したときは、遅滞なく産物搬出完了届（規則別記様式第６号）を県

に提出しなければならない。 

（搬出未済の売買物件の処置） 

第18条 次の各号の一に該当するときは、搬出未済の売買物件は搬出されないことについて正当な理由がある

場合として知事が定める場合を除き、県に帰属する。この場合において、県が損害を受けるときは買受人に

対してその賠償金を請求することができる。 

一 買受人から搬出完了の届出があったとき。 

二 搬出期間が満了したとき。 

 （跡地検査） 

第19条 県は、買受人から産物搬出完了届の提出があったときは、買受人に立会いを求め跡地検査を行うもの

とする。 

２ 買受人は、県から跡地検査の立合いを求められたときは正当な事由なくして跡地検査の立合いを拒むこと

ができない。 

 



（危険担保） 

第20条 この契約締結後、売買物件が県の責めに帰することができない理由により滅失し、又は毀損したとき

は、その損失は買受人の負担とする。 

（担保責任） 

第21条 買受人は、この契約締結後、売買物件が種類又は数量に関して、契約の内容に適合しないものである

ことを発見しても履行の追完、売買代金の減額若しくは損害賠償の請求又は契約の解除をすることができな

いものとする。 

 （催告による解除） 

第22条 県は、買受人がその債務を履行しない場合において、相当の期間を定めてその履行の催告をし、その

期間内に履行がないときは、この契約を解除することができる。ただし、その期間を経過した時における搬

出の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、この限りでない。 

 （催告によらない解除等） 

第23条 県は、次の各号のいずれかの事情が生じたときは、催告なしにこの契約を解除することができる。 

一 債務の全部の履行が不能であるとき。 

二 買受人が債務の全部の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

 三 債務の一部の履行が不能である場合又は買受人が債務の一部の履行を拒絶する意思を明確に表示した場

合において、残存する部分のみでは契約をした目的を達することができないとき。 

四 買受人が債務を履行することなく、搬出期間を満了したとき。 

五 前各号に掲げる場合のほか、買受人が債務の履行をせず、県が前条の催告をしても契約をした目的を達

するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかであるとき。 

六 買受人がこの契約に違反したとき又は買受人がこの契約に違反するおそれがあると県が認めたとき。 

七 買受人が次のいずれかに該当するとき。 

ア 役員等（買受人が個人である場合にはその者を、買受人が法人である場合にはその役員又はその支店

若しくはこの契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号において同じ。）が暴力団員による不当

な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第二条第六号に規定する暴力団員（以下この

号において「暴力団員」という。）であると認められるとき。 

イ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第二条第二号に規定する暴力団をいう。以

下この号において同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもっ

て、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。 

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積

極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。 

オ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。 

カ 下請契約又は資材等の購入契約その他の契約に当たり、その相手方がアからオまでのいずれかに該当

することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

キ 買受人がアからオまでのいずれかに該当する者を下請契約その他の契約の相手方としていた場合（カ

に該当する場合を除く。）に、県が買受人に対して当該契約の解除を求め、買受人がこれに従わなかった

とき。 

２ 債務の不履行が県の責めに帰すべき事由によるものであるときは、県は、前条及び前項の規定による契約

の解除をすることができない。 

３ 第１項の規定によりこの契約が解除されたときは、買受人が納付した契約保証金は、県に帰属する。 

４ 買受人は、第１項の規定によりこの契約が解除されたときは、県にその損失の補償を請求することができ

ない。 



５ 買受人は、第３項の場合において、契約保証金をもって県の受けた損害の全部を償うことができないとき

は、その不足額を県に支払うものとする。 

 （談合その他不正行為による解除） 

第24条 県は、この契約に関し、買受人が次の各号のいずれかに該当する場合には、催告なしにこの契約を解

除することができる。この場合において、買受人は解除により生じた損害の賠償を請求することができな

い。 

一 公正取引委員会が、買受人に違反行為があったとして私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律

（昭和22年法律第54号、以下「独占禁止法」という。）第49条の規定により、排除措置命令を行い、当該

排除措置命令が確定したとき（同法第77条に規定する抗告訴訟が提起されたときを除く。） 

二 公正取引委員会が、買受人に違反行為があったとして独占禁止法第62条第１項の規定により、課徴金の

納付命令を行い、当該納付命令が確定したとき（同法第77条に規定する抗告訴訟が提起されたときを除

く。）。 

三 買受人が、独占禁止法第77条の規定による抗告訴訟を提起し、その訴訟について請求棄却又は訴え却下

の判決が確定したとき。 

四 買受人（買受人が法人の場合には、その役員又は使用人を含む。）に対する刑法（明治40年法律第45

号）第96条の６若しくは第198条又は独占禁止法第89条第１項若しくは第95条第１項第１号の規定によ

る刑が確定したとき。 

（賠償額の予定） 

第25条 買受人は、この契約に関し、次の各号のいずれかに該当するときは、賠償金として契約金額の100分

の20に相当する額を県の指定する期間内に支払わなければならない。この場合において、県がこの契約を解

除するか否かを問わず、業務が完了した後も同様とする。 

一 買受人が、独占禁止法第３条の規定に違反し、又は買受人が構成事業者である事業者団体が独占禁止法

第８条第１項第１号の規定に違反したことにより、公正取引委員会が、買受人に対し、独占禁止法第７条

の２第１項（独占禁止法第８条の３において準用する場合を含む。）の規定に基づく課徴金の納付命令（以

下「納付命令」という。）を行い、当該納付命令が確定したとき（確定した当該納付命令が独占禁止法第６

３条第２項の規定により取り消された場合を含む。）。 

二 納付命令又は独占禁止法第７条若しくは第８条の２の規定に基づく排除措置命令（これらの命令が買受

人又は買受人が構成事業者である事業者団体（以下「買受人等」という。）に対して行われたときは、買受

人等に対する命令で確定したものをいい、買受人等に対して行われていないときは、各名あて人に対する

命令すべてが確定した場合における当該命令をいう。次号において「納付命令又は排除措置命令」とい

う。）において、独占禁止法第３条又は第８条第１項第１号の規定に違反する行為の実行としての事業活動

があったとされたとき。 

三 納付命令又は排除措置命令により、買受人等に独占禁止法第３条又は第８条第１項第１号の規定に違反

する行為があったとされた期間及び当該違反する行為の対象となった取引分野が示された場合において、

この契約が、当該期間（これらの命令に係る事件について、公正取引委員会が買受人に対し納付命令を行

い、これが確定したときは、当該納付命令における課徴金の計算の基礎である当該違反する行為の実行期

間を除く。）に入札（見積書の提出を含む。）が行われたものであり、かつ、当該取引分野に該当するもの

であるとき。 

四 買受人（買受人が法人の場合にあっては、その役員又は使用人を含む。）に対する刑法第96条の６又は

独占禁止法第89条第１項若しくは第95条第１項第１号の規定による刑が確定したとき。 

２ 前項の場合において、県に生じた損害額が前項に規定する賠償額を超えるときは、買受人は超過額を県の

指定する期間内に支払わなければならない。 



 （書類の提出） 

第26条 この契約に基づき買受人が県に提出する書類は全て、売買物件を所管する出先機関事務所長に提出す

るものとする。 

 （疑義等の決定） 

第27条 この契約に定めの無い事項及びこの契約に関して疑義を生じたときは、県と買受人が協議して定める

ものとする。



別紙（様式第２号 売買契約書） 

特 約 事 項 

 

１ 売買物件が県行分収林の立木（主伐）の場合は、買受人は土地所有者、造林予定者及び県と県行分収林の

伐採後の再造林に係る協定を締結すること。 

 

２ 買受人は伐採着手前に、作業責任者を選任するとともに、契約の履行に関する誓約書を県に提出すること。 

 

３ 作業道の作設にあたっては、「栃木県森林作業道作設指針」（平成23年６月17日付 環森政第139号）によ

ること。なお、路網密度の上限は概ね 200m/ha とする。ただし、災害のリスク回避や作業の安全性確保等のた

め必要な場合は、最小限の範囲で上限を超えることができる。 

 

４ 枝条及び残材の整理については、「主伐時における伐採・搬出指針」（令和３年３月 16 日付け２林整整第

1157号林野庁長官通知）によること。 

 

５ 買受人は伐採着手前に、森林作業道作設・枝条及び残材の整理に関するチェックリストを県に提出し、作

業実施者に対してチェックリストの内容を十分に理解させること。なお、下請業者に部分下請させる場合は、

下請業者にチェックリストの提出を求め、下請業者の分も併せて県に提出すること。 

 

６ 伐採区域の下方に人家・道路・河川等がある場合、伐倒木、丸太、枝条及び残材、転石等の落下・流出防

止に最大限の注意を払い、必要な対策を実施すること。 

 

７ 搬出実施中、搬出完了時（重機撤退前）及び跡地検査時に、県から森林作業道・残材集積に関するチェッ

ク表による確認を受けること。 

  なお、確認の結果、手直しを指示することがあるので、速やかに対応すること。 

 

８ 公売物件は原則県内の原木市場・製材工場等へ搬出するものとし、搬出完了後、搬出完了届と併せて搬出

先が分かる書類（伝票等）を県に提出すること。 

 

９ 特約事項に関して、県が指示する事項について遵守すること。 

 

 


















